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   仕 様 書 

（総則） 

第１条 委託者及び受託者は、契約書に定めるもののほか、この仕様書に基づき

契約を履行しなければならない。 

 （委託事業） 

第２条 委託者は、以下の事業等について委託する。 

   〇包括的支援事業 

    【地域包括支援センターの運営】 

     ・総合相談業務 

     ・権利擁護業務 

     ・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

     ・第１号介護予防支援事業（居宅要支援被保険者に係るものを除く） 

    【社会保障充実分】 

     ・在宅医療・介護連携推進事業 

     ・生活支援体制整備事業 

     ・認知症総合支援事業 

     ・地域ケア会議推進事業 

    〇介護予防・日常生活支援総合事業 

    【介護予防・生活支援サービス事業】 

     ・第１号介護予防支援事業 

    〇任意事業の一部 

    〇法第１１５条４６第７項（多職種協働による地域包括支援ネットワーク） 

    〇指定介護予防支援 

    〇その他、市が必要と認める事項 

（実施方法） 

第３条 受託者は、契約書に定める日常生活圏域内において、介護保険法第１１５条

の４６（第１項、第４項から第８項、第１１項、第１２項）、「地域支援事業

実施要綱」（平成１８年６月９日付け老発第０６０９００１号厚生労働省老健

局長通知）及び「地域包括支援センターの設置運営について」（平成１８年１

０月１８日付け老計発１０１８００１号厚生労働省老健局計画･振興･老人保健

課長連名通知）の規定するところに基づき、受託者が設置、運営する地域包括

支援センター（高齢者相談センター）（以下、「センター」という。）の事業

を実施するものとする。 

２ 受託者は、前項に定めるほか、別紙「令和２年度新座市地域包括支援センタ
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ー運営方針」に基づき事業を実施するものとする。 

 （実施体制） 

第４条 受託者は、事業実施においては、「令和２年度新座市地域包括支援セン

ター運営方針」に定める人員基準を順守し配置すること。 

２ 受託者は、前項に定める職員に退職、長期病気休暇及び職員の出産による休

暇等により欠員が生じた場合は速やかに欠員補充を行わなければならない。 

３ 受託者は、設置する指定介護予防支援事業所の業務を実施するため、西部圏

域のセンターは、介護支援専門員を２名配置し、それ以外のセンターは３名配

置するものとする。 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受託者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は

承継させてはならない。ただし、委託者の書面による承諾を得た場合は、この

限りでない。 

（再委託の禁止） 

第６条 受託者は、委託業務（以下「業務」という。）の全部又は一部を他に委

託し、又は請け負わせてはならない。ただし、受託者が、委託者に対して書面

による届出をし、承認を得た場合は、この限りではない。 

（事業計画書等の提出） 

第７条 受託者は、この契約締結後速やかに、事業計画書、予算書を委託者に提

出しなければならない。 

２ 受託者は、事業終了後、委託者の指定する日までに決算書を提出しなければ

ならない。 

（経理） 

第８条 受託者は、この事業を行うために、経理に関する帳簿等必要な書類を整

え、他の事業と明確に区分しなければならない。 

（業務の調査等） 

第９条 委託者は、必要があると認めるときは、受託者に対し業務の処理状況に

つき調査し、又は報告を求めることができる。 

（業務内容の変更、中止等） 

第１０条 委託者は、必要があるときは、業務の内容を変更し、又は業務の一部

の実施を一時中止することができる。この場合において、委託金額又は履行期

間を変更する必要があるときは、委託者と受託者が協議して書面をもってこれ

を定める。 

２ 前項前段の規定において、受託者が損害を受けたときは、委託者はその損害
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を賠償しなければならない。賠償額は、委託者と受託者が協議して書面をもっ

て定める。 

（損害のために必要が生じた経費の支出） 

第１１条 業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）の

ため必要が生じた経費は、受託者の負担とする。ただし、その損害発生に委託

者の責めに帰すべき理由がある場合は、その過失の範囲内で委託者が負担する

ものとし、その額は委託者と受託者が協議して定める。 

（委託金額の支払い） 

第１２条 受託者は、毎月の業務終了後、翌月の１０日までに、実績報告書の提

出とともに業務委託料を委託者に請求するものとする。 

２ 委託者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０

日以内に業務委託料を支払わなければならない。 

（委託金の返還） 

第１３条 受託者は、委託期間中に職員の欠員が生じた場合は、委託者との協議

に基づき委託者の指定する日までに委託者が定める委託料の一部を返還しなけ

ればならない。  

（秘密の保持） 

第１４条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに

ついては、別記「個人情報等の取扱いに係る特記事項」を守らなければならな

い。 

（貸与品の取扱い） 

第１５条 委託者は、備品を受託者に貸与できるものとする。 

２ 受託者は業務に当たっては、善良なる管理者の立場で貸与品を取り扱い、保

管については常に注意を払うものとし、これに反し受託者に帰すべき理由によ

り貸与品に損害を与えた場合は、受託者はそれを弁償する。 

３ 受託者は、センター業務委託契約を更新しない場合には、委託者の指示に従

い貸与品を委託者に返還する。 

 （補則） 

第１６条 この仕様書に定めのない事項又は、条項について疑義が生じた場合は、

必要に応じて委託者と受託者が協議して定める。 

 


